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「禁煙支援マニュアル（第二版）」の策定について 

（１）背 景 
 平成２３年度の国民健康・栄養調査によると、現在習慣的に喫煙している人の割合は、２０．１％（男性
３２．４％、女性９．７％）となっており、このうち「たばこをやめたい」と回答している人は３５．４％（男性３
２．８％、女性４２．８％）となっている。「がん対策推進基本計画」(平成24年6月8日閣議決定)や「健康日
本21(第二次)」(平成25年4月1日開始)では、喫煙者のうち喫煙をやめたい人の全てが禁煙を達成するこ
とを数値化した、成人喫煙率を2022年度まで12％とするという数値目標が設定された。  

（２）禁煙支援マニュアル（第二次）策定の目的 
 禁煙を希望する者に対する禁煙支援については、平成１８年５月に策定された「禁煙支援マニュアル」
を普及することなどを通して推進を図ってきたところであるが、最新の知見を踏まえた、さらに効果的な禁
煙支援を推進することを目的として、「禁煙支援マニュアル（第二版）」を策定した。 

（３）禁煙支援マニュアル（第二次）の内容等 
① 保健医療の専門職だけでなく、職場の衛生管理者や地域の保健事業担当者の方々も対象とし、 
  「喫煙と健康」に関する健康教育を行うための必要な基礎知識や実施方法の具体例を解説。 
② 動画を組み合わせ、具体的にわかりやすく学習できるよう工夫。 
③ 平成２５年４月より、禁煙支援の推進について大幅な改訂が示された、「標準的健診・保健指導 
  プログラム（改訂版）」に基づいた健診・保健指導が開始されたことを踏まえて、健診・保健指導に 
  おける禁煙支援の具体的な方法についての記載を拡充。 
④ 禁煙支援に関する参考資料を多数掲載。 
⑤ 各地方自治体や多くの職場等で本書が活用され、受動喫煙も含めたたばこによる健康被害の減少 
  に役立てられることを期待。 82



 
 
 
 
 
 

人材育成 

地域の医療従事者の
人材育成及びネット

ワーク構築 
 

医療機関 
クイットラインセンター 

（がん診療連携拠点病院内） 
  
①禁煙相談専門のたばこ 
  相談員の設置及び研修の 
    実施。       
 
②禁煙相談専用の電話回線 
    の設置。 
 
③たばこに関するパンフレッ   
     トやリーフレットを配布し、 
   来訪者に対して普及啓発。 

 
 
 
 
 

電話相談 

禁煙に関する電話相
談及び医療機関の紹

介等を行う。 

国民 

病院 
紹介 

相談 

事業概要 

効果 

たばこの健康影響評価 
（たばこ成分分析・たばこ製品の実態把握等） 

根拠の集積と発信 
（たばこ白書作成等） 

 たばこ対策促進事業 
 （地方の活性化） 

喫煙率19.5% 
(2010年) 

喫煙率12% 
(2022年) 

人材
育成 

たばこクイットライン 
（がん診療拠点病院機能強化事業の一部） 

基
盤
整
備 

普
及
・
啓
発 

 たばこクイットライン 
 （国民からの電話相談／ 

   地域の保健医療従事者の育成）  

重
症
化 

予
防 
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○ 事業概要 
 都道府県において、地域での連携を図り、未成年者の喫煙防止対策、受動喫煙防止対策及び禁
煙・節煙を希望する者に対する支援体制の整備を図る等、地域の実情にあわせた施策を実施する
経費に対する国庫補助事業（補助先：都道府県、保健所設置市、特別区、補助率：１／２） 

 

たばこ対策促進事業   （平成26年度予算案 39,837千円） 
 

○ 若年女性に対する普及啓発に関する事業 

 ・ 喫煙と健康問題に関するチラシ・ポスター等（美容所等へ配布）の作成など 

○ 「禁煙普及員」「たばこ相談員」等の禁煙支援携わる者に関する事業 

 ・ 「禁煙普及員」、「たばこ相談員」等の禁煙支援に携わる者が行う普及啓発活動の支援に関する事             

業など 

○ 未成年者や子どもへの影響の大きい父母等の喫煙防止に関する事業 

 ・ 学校保健担当者等を対象とした未成年者の喫煙防止に効果的な教育方法等を指導する講習会等 

   の実施など 

○ 娯楽施設等における受動喫煙防止に関する事業 

 ・ 娯楽施設等の事業者を対象とした受動喫煙防止対策に関する講習会の実施など 

 

○ たばこ対策関係者で構成される協議会等の設置 

・地域の保健医療関係者を含めたたばこ対策関係者で構成される協議会を設置して事業計画策定、推

進及び評価の実施 

 

〈事業内容〉 
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自治体や企業による市民や社員の健康づくりに関するモデル的な取組の横展開 

地域住
民 

＊民間サービスの消費量拡大により健康づ  
 くり拠点間の競争が活性化し、健康づく 
 り分野における産業の拡大 
 が図られる。 
 
（健康づくり拠点の利用に対してポイント 
 を付与・使用できるなど、個人・企業等 
 のインセンティブを更に高める仕組みに 
 ついても検討。） 

         ＜健康づくり拠点の拡大＞ 
「いつでも」「どこでも」「だれでも」食事や運動について必要なサービスが受けられる 

＜健康管理の機会の増大＞ 
「いつでも」「どこでも」「だれでも」自分の健康データをチェックできる 

自治体・保健所 

従来型拠点 新たな拠点づくり 

ｺﾝﾋﾞﾆ・ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ等の 
食事関係の拠点 

ｽﾎﾟｰﾂｼﾞﾑ等 
運動関係の拠点 

従来型機会 新たな機会づくり 

保健センターや医療機関等
における指導を通した

チェック 

企業が開発している各種ITを 
活用し健康データを測定・記録 
する機器を用いたチェック 
 

身近に多数存在するコンビニ・ 
薬局等の利便性を活かした 
住民への効果的なアプローチ 
 

＊従来アプローチできなかった住民（国保以
外の被保険者等）にもアプローチができる。 
＊「いつでも」データをチェックできること 
 で、それらのデータを集計・分析し、効果 
 的な取組ができる。 
＊日々の改善状況を適時把握できることで、 
 適切な保健指導内容の見直しができる。 

携帯電話等のＩＴ技術の
活用により、日々の 
・体重 
・食事（脂質、塩分等） 
・運動量（歩数等） 
を記録。 
「いつでも」チェックで
きる環境を整備 

（参考；指針類） 
 『健康な食事』の基準 
  （平成２６年夏頃～） 
 食事摂取基準 
 食事バランスガイド 
 身体活動基準、身体活動指針 
 禁煙支援マニュアル 等 

○モバイルデータを活用した
日々の健康管理 
○各種指針等に基づく保健指導 
 
→健康への意識醸成・向上に 
よる健康づくり拠点への誘導 

地域のソーシャル
キャピタル（健康
づくり拠点）を活
用した効果的な保
健指導を展開 

保健センターや医療機関
等に比べて、 
・営業時間が長く 
・拠点数が多く 
・住民の利用頻度が高い 
民間のインフラを活用 

＜事業名：地域健康増進促進事業費 （平成26年度予算案：０．９億円）＞ 
 ○事業概要：自治体や民間団体などの連携による地域のソーシャルキャピタルを活用したモデル的な取組を支援 
 ○経費の性質：補助金（補助先：市町村、特別区、民間団体 ※公募により選定 、補助率：定額） 
 

＜イメージ＞ 
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疾病予防のための「健康な食事」の基準について 

高
齢
化
の
進
展
・糖
尿
病
等
有
病
者
数
の
増
加 

健康寿命の延伸 

健康維持や疾病予防の 
推進 

健康産業の創出 

「健康な食事」を実践しやすい環境整備の促進 

経済 

生産・流通 加工・調理 食品 栄養 

健康状態・ 
身体状況 

食文化 

「健康な食事」の基準 
○健康な食事とはなにか 
 ・概念、意義及び構成要素の整理 
○その目安をどう示すか 
 ・食品の種類・量・組合せ、食事構成・食事形態等 
 ・１食、1日単位 
 ・今回は基本型（コンビニ、スーパー、宅配等で提供される食事）、 
     今後の展開例として糖尿病患者を支援する宅配食、介護食等 

健康日本２１ 
（第２次） 

日本再興 
戦略 

検
討
内
容 

（食事摂取基準2015年版等） 

国民の健康状態、 
身体機能の維持・改善 

食事の質の 
保証 

＜背景＞ 
   平成25年６月に閣議決定された日本再興戦略において、国民の健康寿命の延伸をテーマに、健康寿命延伸産業 
  の育成のための主要施策として、「疾病予防効果のエビデンスに基づく健康な食事の基準を策定すること」としている。 
＜内容＞ 
  ○健康寿命の延伸のため、健康面や栄養面に加えて、日本人の食事の多様性や食文化、生産流通等も考慮した 
   日本人の長寿を支える「健康な食事」の基準を策定する。また、「健康な食事」の基準を満たすものへの認証制度の 
   導入とともに、コンビニ、宅配食業者等と連携して普及の促進を図ることとしている。 
  ○日本人の長寿を支える「健康な食事」のあり方に関する検討会を平成25年６月に立ち上げ、平成26年１月20日に 
   第6回検討会を開催した。平成26年夏頃に報告書を取りまとめる予定。 

科学的根拠の集積 研究の推進 
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• 住宅の再建は順次進められているが、完了までにはなお年数を必要とする状況。仮設住宅における生
活の長期化により、生活不活発病や高血圧の有病者の増加、栄養バランス等食生活の乱れや身体活動
量の低下などを懸念する指摘もあり、長期間にわたり仮設住宅での生活を余儀なくされる被災者の方
の健康支援は重要な課題。 

• このため、被災自治体における健康支援活動の強化を図るため、仮設住宅等を中心とした保健活動等
を支援する。 

【事業の対象地域】 

 岩手県、宮城県、福島県 

  （被災地健康支援臨時特例交付金により介護基盤緊急整備等臨時特例基金（既設）の積み増しにより実施。） 

 

【事業内容】 

  被災県に設置されている基金に積み増しを行い、県・市町村が、各被災地の実情に応じて実施する以下 

 のような事業を支援。 

  （地方公共団体が適当と認める団体への委託・補助または助成に係る費用も対象。） 

○ 仮設住宅入居者等を対象とした多様な健康支援活動の実施 

    ・全戸訪問等による巡回健康相談などの実施 

  ・支援が必要な方に対する個別訪問等のフォローアップ 

    ・生活不活発病予防のための体操や健康運動教室の開催 

  ・歯科医師等による歯科検診・指導 

  ・管理栄養士等による栄養・食生活指導 

  ・子どもの健康教室開催 等      

 ○ 被災者に対する効果的な健康支援方策を検討する協議会の運営 

 ○ 被災者特別健診等事業 

   特定健診非対象者(18～39歳未満)に対する健康診査等の実施や特定健診の項目追加    など       

被災地健康支援事業（被災地健康支援臨時特例交付金）    
＜東日本大震災復興特別会計＞ 

平成２６年度予算案 １０億円 
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